
感染の急拡大や緊急事態宣言の再発出にともない、市民生活や経済への影響が

深刻度を増していることから、「緊急支援パッケージ第３弾」として追加対策を

講じることで、市民の生活と安全を守り経済を下支えし、危機を克服する。

【第３弾】戸田市新型コロナ対応緊急支援パッケージ
緊急生活支援対策

緊急経済雇用対策

緊急感染症予防対策

２

１

３

○テイクアウト等販売促進補助 1月補正・専決処分

おうちごはん半額応援キャンペーン【第２弾】
テイクアウト等を「半額」に値引きした事業者に補助
対象：「#StayHome戸田」登録市内飲食店(想定160者)
補助限度額：１店舗あたり25万円

○公的資格等取得支援事業 既存予算活用

(新型コロナウイルス感染症対応)
求職者に対し、新たな技能・資格を得て就職活動を

有利に行うための公的資格等取得を支援
補助限度額：１申請あたり5万円(補助率1/2)

○企業向けオンラインセミナー【第２弾】予算なし

新型コロナを乗り越える！！デジタル時代のEC業績UP法！
EC（電子商取引）事業の導入や活用支援を

Webセミナーで提供

○商店等新業種等転換支援事業 既存予算活用

(新型コロナウイルス感染症対応)
コロナ対策に取り組む店舗へ、改修等の対策を支援
補助限度額：１申請あたり50万円(補助率1/2)

○コロナ療養者向け相談ダイヤル 既存予算活用

療養生活や療養後の不安や悩み等の精神保健福祉士等による電話相談

○高齢者施設職員向けPCR検査の実施(県事業協力) 予算なし

希望する高齢者施設に対し職員向けPCR検査を実施

○フードパントリー(社会福祉協議会主催の食料支援事業と連携) 予算なし

対象：ひとり親家庭などコロナの影響で収入が減少した世帯

期間：令和３年２月２６日(金)、３月１日(月) ※300世帯分
市の災害備蓄食料（牛丼レトルトパック）を活用
市生活自立相談センターによる生活相談も同時開催

○テレワークスペース確保事業 予算なし

テレワーク実施市民に公共施設の一部を解放
場所:市内各所の公共施設 ※詳細未定
期間:緊急事態宣言が解除されたのち

○医療機関向けコロナ対応協力金 2月臨時会に補正予算上程予定

コロナ対応協力医療機関に50万円
コロナ協力病床1床あたり100万円

○市民医療センターで実施するPCR検査費 1月補正・専決処分

PCR検査の検査会社への委託費用

○ワクチン接種事業 1月補正・専決処分

全市民を対象としたワクチン接種のための接種費用、委託料等

41,000千円

50,000千円

12,000千円

79,345千円

総額 約２億 円

(12,400千円)

(1,500千円)

(4,500千円)

(既存予算の活用も含む）



戸田市新型コロナウイルス感染症ワクチン接種事業（令和2年度実施分）

２０２１年１月６日に福祉部内に「新型コロナウイルスワクチン接種対策室」を設置、1月１８日から運用開始
＜人員体制＞ 次長及び課長職以下７名の計８名の専属プロジェクトチーム
＜設置場所＞ 福祉保健センター ２階
＜コールセンター＞ 委託によるコールセンターを3月に併設予定

１．接種スケジュール（予定）

3．組織体制

4．予算措置
（１）令和2年度の必要経費 ・・・ 令和3年１月中に補正予定 ※一部既存予算にて対応
＜必要経費＞ 事業費 79,345千円 （一部繰越明許）
＜予算内容＞ 医療従事者(4,200人×2回)高齢者(先行2,300人×1回)の接種等に必要な経費

（接種費用、接種券等の印刷、郵送費、コールセンター運営委託料,超過勤務手当等）
（２）令和3年度の必要経費 ・・・ 令和３年3月定例市議会に令和３年度当初予算の補正予算を

追加提案予定 ※必要経費、予算内容の詳細については調整中

・ 高齢者向け優先接種の対象者には、３月中旬を目途に接種券を発送予定。
・ 接種場所については、地域の医療機関及び集団接種会場での接種を予定しており、具体的な接種方法を医師会と調整中。

※国県説明会資料より

２．接種方法等

実施
機関

2021年2月 3月 4月 5月 6月～

県 医療従事者等

市

高齢者向け優先接種（６５歳以上）

高齢者施設従事者

基礎疾患のある方

その他（一般の方）



おうちごはん半額応援キャンペーン 第２弾（テイクアウト等販売促進補助金）

飲食店が実施するテイクアウト・デリバリーに係る通常価格の２分の１の割引額（上限25万円）

１．事業概要

3．補助額

4．予算措置

４，１００万円

内訳
補助金 25万円 × １６０店舗 ＝ ４，０００万円
事務費 １００万円 （ホームページ、販促等）

２．実施時期

緊急事態宣言が発令されたことに伴い、テイクアウト・デリバリーを推奨するとともに、テイクアウト・デリバリーに積極

的に取り組む飲食店等を応援する。
登録した市内飲食店が販売する飲食物に対し、販売価格の半額で購入できるものとし、その割引額は市がテイクアウ

ト等販売促進補助金で補てんし、市と市民が協力して市内飲食店を応援できる仕組みとする。

なお、実施方法は第1弾と同様とするが、対象店舗は大手チェーンなどにも拡大する。

令和3年2月ごろ実施予定


